
20 その他の事業 

 

 

○ 横 浜 市 社 会 福 祉 審 議 会 

 

１ 設置目的 

  社会福祉審議会は、社会福祉法第７条第１項により、都道府県・政令指定都市・中核市に設置すること

になっており（必置義務）、社会福祉に関する事項（児童福祉及び精神障害者福祉に関する事項を除く。）

の調査審議を目的としています。 

 

２ 根拠法令等 

  社会福祉法、社会福祉法施行令、横浜市社会福祉審議会条例、横浜市社会福祉審議会運営要綱 

 

３ 審議会の構成 

 ・審議会は、社会福祉法第８条により、市会議員、社会福祉事業に従事する者、学識経験のある者のうち

から市長が任命することとなっており、横浜市社会福祉審議会運営要綱第２条により委員 35 人以内で

組織することとなっております。 

 ・委員数は 22 人、委員の構成は次のとおり。 

    市会議員（3人）、社会福祉事業に従事する者（10 人）、学識経験のある者（9人） 

 

４ 任 期 

  ３ 年（平成 28 年１月 12 日～平成 31 年１月 11 日） 

 

５ 専門分科会及び審査部会 

 (1) 専門分科会 

   民生委員審査専門分科会、身体障害者福祉専門分科会、高齢者福祉専門分科会 

 (2) 審査部会 

   身体障害者の障害程度の審査に関する調査審議のため身体障害者福祉専門分科会に「身体障害者障害

程度審査部会」を設置。 

 (3) 平成 28 年度開催状況 

   民生委員審査専門分科会：2 回 

   身体障害者障害程度審査部会：12 回 

 

６ 審議会の開催状況 

 (1) 回数：毎年 1～2回程度開催。 

 (2) 平成 28 年度実施状況：1回開催 

   議題：いわゆる「ごみ屋敷」対策について 

生活困窮者自立支援制度の動向について 

障害者差別解消法に関する取組状況について 

横浜型地域包括ケアシステムの構築に向けた行動指針について 



 

  

○ 福 祉 調 整 委 員 会 

 

１ 事業開始 

平成７年７月１日 

 

２ 事業の目的 

横浜市の福祉保健サービスに対する市民からの苦情・相談を受け、中立・公正な立場で、所管課や事業

者等に対して調査・調整を行うとともに、福祉サービスの質の向上を推進する活動を実施しています。 

 

３ 事業概要 

(1) 苦情相談の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 様々な苦情相談等が寄せられます。 

電話、ＦＡＸ、Ｅメール、手紙で相談が寄せられます。直接来所いただく場合もあります。 

② 相談内容に応じて、制度等の説明・助言や担当窓口の案内等を行います。 

③ 横浜市福祉調整委員が面接により苦情相談を直接聴取します。 

④ 市の所管課や民間事業者に対し、調査・調整を行います。 

⑤ 調査結果に委員意見を付して苦情相談者に回答します。 

⑥ サービスの改善等が必要な場合に、市の所管課や民間事業者に意見の申入れを行います。 

⑦ 申入れ後、おおむね２か月後に対応状況の確認を行います。 

⑧ 定例会で対応案件について報告し、今後の対応について検討します。 

⑨ 市長に対して委員会の運営状況を報告し、必要に応じて制度の改善等について提言します。 

 

(2) 福祉調整委員 

    6 人（内訳 学識経験者 3人 医師 1人 弁護士 1人 市民委員 1人） 

 

４ 事業実績 

   表１ 苦情相談等の件数 

分  類 27 年度 28 年度 

１ 福祉保健サービスに関するもの 件 数 644 件 591 件 

２ 福祉保健サービス以外のもの ※１ 件 数 61 件 80 件 

３ 委員会制度に関するもの ※２ 件 数 7 件 7 件 

合 計 
件 数 

月平均 

712 件 

59 件 

678 件 

57 件 

※１ 福祉保健サービス以外の苦情相談・問い合わせ等。 

※２ 他都市からの照会等。 
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表２ 苦情相談等の対応分類（福祉保健サービスに関するもの） 

分  類 27 年度 28 年度 

１ 苦情申立て（福祉調整委員面接相談） ※１ 件 数 3 件 1 件 

２ 説明・助言等 ※２ 件 数 327 件 293 件 

３ 他機関案内 ※３ 件 数 89 件 103 件 

４ 福祉保健サービス提供者との調整 ※４ 件 数 225 件 194 件 

合 計 
件 数 

月平均 

644 件 

54 件 

591 件 

49 件 

 

※１ 委員が面接相談したもの。１人あたりの相談時間はおおむね１～１時間半となっている。 

※２ 福祉保健サービスの制度や内容に関して説明や助言を行ったもの等。  

※３ 適切な福祉保健サービス提供者（市又は事業者）を案内したもの。 

※４ 相談者の状況を考慮し、迅速な解決を図るために福祉保健サービス提供者（市又は事業者）と

直ちに調整を行ったもの。 

 

表３ 苦情申立て（委員面接相談）の内訳 

調 整 区 分 27 年度 28 年度 

苦情申立て（委員面接相談） 
件 数 

月平均 

3 件 

0.3 件 

1 件 

0.1 件 

 
Ａ 市又は事業者に対し申入れを実施したもの 件 数  3 件 1 件 

Ｂ 申入れを行わなかったもの 件 数  0 件 0 件 

Ｃ 面接相談時解決・終了 件 数  0 件 0 件 

Ｄ 面接相談後に取り下げられたもの 件 数  0 件 0 件 

 

  表４ 面接相談分野の内訳 

 
高齢福祉 

・介護保険 
障害福祉 児童福祉 生活保護 

その他 

（保健等） 
計 

2 7 年 度 2 件 1 件 0 件  0 件 0 件 3 件 

2 8 年 度 0 件 0 件 0 件  1 件 0 件 1 件 

 

 



○ 墓地等の設置紛争の調整 

 

１ 概況 

  墓地等の設置予定地の周辺住民と事業者との間で、墓地等の設置に係る問題の解決が困難な場合に、申

出に基づき行政による紛争の調整（あっせん）や第三者機関による調停を行います。 

 

２ 紛争解決の制度 

  「横浜市墓地等の経営の許可等に関する条例」（平成 23 年 9 月 1 日施行）に基づき、紛争の調整及び調

停の制度を設けています。 
 ＜紛争調整の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 横浜市墓地等設置紛争調停委員会 

 (1) 委員総数 

   12 人（内訳：弁護士４人、学識経験者４人、民事調停委員１人、元民事調停委員３人） 

 (2) 調停小委員会 

   ３人（上記委員のうち３人１組で１案件の調停に対応する） 

 

委員会等開催件数 

年   度 
横浜市墓地等設置紛争調

停委員会開催件数 

紛争の調整（あっせん）

件数〔申出数〕 
調停（小委員会）件数 

平成 24 年度 １ ０ ０ 

平成 25 年度 １ （１） ０ 

平成 26 年度 １ １ １（延べ５回） 

平成 27 年度 １ ４〔６組〕 ２〔３組〕（延べ９回） 

平成 28 年度 １ ４〔６組〕 ３〔３組〕（延べ 11 回） 

 

 

 
申出期間

30日

     紛争調整実施
　　（意見聴取、話し合い） ヒアリング

計画説明
紛争の解決

150日以内180日

調停期間紛争調整期間（行政関与）
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○ 横浜市社会福祉協議会に対する補助及び事業委託 

１ 概況 

  本市における社会福祉事業の振興や社会福祉事業施設・団体の育成等の活動を行っている社会福祉法人横浜市社会 

 福祉協議会の活動経費を補助するとともに、同協議会に地域ケアプラザ等の管理・運営を委託しました。 

 

２ 事業内容 

 (1) 補助事業（平成28年度決算額 4,394,912千円） 

ア 地域福祉活動推進事業の実施（市・区） 

イ 市ボランティアセンターの運営 

ウ 福祉バスの運営 

エ 社会福祉事業振興資金・特定資金貸付事業の実施 

オ 障害者支援センターの運営 

カ 横浜生活あんしんセンターの運営 

キ 民生委員・児童委員活動の支援 

ク その他 

 

 (2) 委託事業（平成28年度決算額 2,072,990千円） 

ア 福祉保健研修交流センター「ウィリング横浜」の管理・運営 

イ 社会福祉センターの管理・運営 

ウ 障害者研修保養センター「横浜あゆみ荘」の管理・運営 

エ 地域ケアプラザの管理・運営 

オ その他 

 

 

 

○ 災 害 救 助 

１ 災害見舞金の交付 

  市内で発生した火災等の被災者に対し、「横浜市災害見舞金・弔慰金交付要綱」に基づき、見舞金等を交付しまし

た。 

 
   交付状況                           （平成28年度）（金額単位：円） 

区  分 単身世帯 ２人以上世帯 非 住 家 金  額 

全焼（壊） 26 32 - 2,380,000  

半焼（壊） 11 13 - 610,000  

床上浸水 - 6 48   600,000  

冠水家屋 17 15 -  470,000  

死  亡 18 - 1,800,000  

重  傷 7 -   210,000  

合             計 6,070,000 

    ※非住家については自然災害の場合のみ交付します。 



○ 戦 没 者 遺 族 等 の 援 護 

 

１ 概況 

本市では戦没者の追悼式を開催し、横浜市遺族会への補助金を交付する等遺族の援護に努めています。 

また、各区では戦没者遺族等に対する年金、弔慰金、特別給付金等の請求書の受理、裁定通知書等の交

付を行っています。 

 

２ 横浜市戦没者追悼式 

平成 28年 11月１日第 65回横浜市戦没者追悼式を、神奈川区三ツ沢公園内横浜市慰霊塔前広場において、

来賓及び代表遺族 350人が参列し、実施しました。 

 

３ 補助金 

戦没者遺族等援護のため、次の団体に対し補助金を交付し、福祉の増進を図っています。 

平成 28 年度 横浜市遺族会 900 千円 

 

４ 年金、弔慰金、特別給付金 

戦没者遺族等に対する年金、特別弔慰金、特別給付金等の請求及びこれに伴う年金証書、特別弔慰金裁

定通知書、特別給付金裁定通知書の平成 28 年度における交付状況は次のとおりです。 

(1) 戦傷病者戦没者遺族等援護法 

平成 28 年度は実績がありません。 

(2) 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法 

ア 請求書進達件数         1981 件 

イ 裁定通知書交付件数        5309 件 

(3) 戦没者等の妻に対する特別給付金支給法 

ア 請求書進達件数          39 件 

イ 裁定通知書交付件数        27 件 

(4) 戦没者の父母等に対する特別給付金支給法 

平成 28 年度は実績がありません。 

(5) 戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法 

ア 請求書進達件数           76 件 

イ 裁定通知書交付件数        21 件 

 

 

 

○ 援 護 対 策 事 業 

１ ホームレス等自立支援事業 

市内の道路・公園・河川敷など屋外で生活する者等で自立への支援を必要とする者に対して、横浜市生

活自立支援施設「はまかぜ」において、生活相談・支援及び就労支援等を通じて自立を支援します。 

 (1) 支援内容 

宿泊援護 食事・衣類・日用品等の提供 

入所期間 原則3月以内（最大6月以内） 

自立支援 生活相談及び支援、居宅確保等への支援 

公共職業安定所から派遣された職業相談員による職業相談・紹介 
健康診断 健康診断の実施、健康相談 

 (2) 事業実績                  (平成 28 年度) 

 定員 入所延数 

自立支援施設 250   669 

 

２ ホームレス総合相談推進事業 

昭和 54 年 11 月から関内駅周辺を中心に、ホームレスに対する必要な支援等を行う目的で夜間街頭相談

を開始し、平成６年 11 月からは、関係局区と自立支援施設が連携し、毎月２回程度、関内駅周辺及び横浜

駅周辺等において実施してきました。 



平成 16 年４月には、ホームレス巡回相談室を設置し、夜間街頭相談との統合を図るとともに、関係機関

と連携し、相談員及び看護師等が市内の巡回を行い、ホームレスに対して自立に向けた相談支援を行って

います。 

(1) 巡回相談室実績        （平成 28年度実績） 

相談件数 自立支援施設等入所 

1,531 77 

(2) 夜間街頭相談         （平成 28年度実績） 

実施区域 実施回数 入所人数 
関内駅周辺 12回 9人 
横浜駅周辺 12回 8人 

 

３ 寿地区対策事業 

中区寿町周辺の住居の無い方及び簡易宿泊所宿泊者等の課題解決を図るため、横浜市寿福祉プラザ１階

相談窓口において、生活各般の相談を行っています。また、同対象者の福祉の向上を図るため、寿生活館

の一部を女性・児童対象施設（３階）及び成人対象施設（４階）として指定管理者である公益財団法人寿

町勤労者福祉協会が管理運営を行い、住民相互の交流の場を提供しています。 

 (1) 横浜市寿福祉プラザ相談事業             （平成 28 年度） 

相 談

者 数 

日平均相

談者数 
相談者属性の分布状況 

協働 介護予防 障害 児童 結核支援 その他 

4,569 18 136 243 1,775 164 142 3,275 

   ※相談者属性については、一人で複数の属性に該当する場合があります。 

 

(2) 横浜市寿生活館管理運営事業 （平成 28 年度） 

施設区分 利用者数 
3階 女性・児童対象施設  18,324 

4階 成人対象施設 157,198 

 

４ 年末年始対策事業 

横浜市内に居住する者等で、年末年始の休庁期間中の援護を必要とする生活に困窮する者に対して臨時

宿泊所を設置し、給食、宿泊の援護を実施しました。 

また、本事業と連携し、健康安全課事業である結核健診を実施しました。 

 (1) 対策期間 

平成 28 年 12 月 28 日から平成 29 年 1 月５日まで 

  

(2) 相談窓口開設日及び時間 

12 月 28 日・・・・・・・・・・・ 午前９時から午後２時まで 

(3) 相談場所 

横浜市寿福祉プラザ１階 

 (4) 相談取扱状況 

    来所人数・・・・47 人 
援護内容 件 

臨 時 宿 泊 所 利 用 者 23 

簡易宿泊所対応者 0 

生活保護（医療） 0 

健 診 の み 利 用 者 24 

受 付 の み 0 

 

 



 

 

○ 職 員 の 研 修 

 

保健・医療・福祉事業に従事する職員に対して、職員の執務能力の発揮と資質向上を図り、局事業の円滑

な推進に寄与するため、課題に適応した研修の企画、実施及び各種研修機関等への派遣を行いました。 

 

１ 研修の実施 

平成 28 年度 259 講座  延 13,225 人 

 

２ 研修機関等への派遣による研修 

平成 28 年度 198 講座  延 766 人 

 

注）保健・医療・福祉事業に従事する区職員を対象とした研修を含みます。 



○ 社会福祉法人・施設の指導監査等 

１ 概況 

  監査課では、横浜市が所管する社会福祉法人（こども青少年局所管分を除く）や社会福祉施設等に対

し、適正な経営・運営の確保を目的として、所管課との連携・協力のもと指導監査を実施しています。 

  また、新規に社会福祉法人を設立する際に認可を行うほか、補助を受けて整備される社会福祉施設等に

ついての検査等を行っています。 

 

２ 社会福祉法人の数及び認可の数（健康福祉局所管） 

年 度 法人数 認可数 備     考 

平成 27 年度末 148 1 (国へ移管１、県へ移管１) 

平成 28 年度末 164 0 (新設１、県から移管 16、県へ移管１) 

 

３ 指導監査等実施状況（28 年度実績） 

(1) 社会福祉法人に対する指導監査 

区分 法人数 実地監査 28 年度末法人数 

高齢者関係 （居宅含む） 87 44 87 

障害者関係 53 22 53 

生活保護・いのちの電話関係 3 2 3 

市・区社会福祉協議会 21 7 21 

合計 164 75 164 

 

(2) 社会福祉施設等に対する指導監査 

区分 施設等種別 
監査対象

施設数 

運営主体別 実地 
監査 

28 年度末
施設数 市立 社会福祉法人 その他 

高齢

者関

係 

特別養護老人ホーム 147 0 147 0 77 149 

養護老人ホーム 6 1 5 0 4 6 

軽費老人ホーム 11 0 11 0 6 11 

短期入所施設 12 0 5 7 7 12 

介護老人保健施設 83 0 10 73 30 86 

介護療養型医療施設  10 0 0 10 1 8 

介護付有料老人ホーム 156 0 2 154 55 164 

小計 425 1 180 244 180 436 

障害

者関

係 

指定障害者支援施設 22 1 21 0 9 22 

身体障害者社会参加支援施設 6 0 4 2 6 6 

小計 28 1 25 2 15 28 

保護

施設

等 

救護施設 3 0 3 0 1 3 

更生施設 3 0 3 0 1 3 

隣保事業 1 0 1 0 0 1 

相談事業 2 0 1 1 2 2 

無料低額宿泊事業 45 0 0  45 10 45 

小計 54 0 8 46 14 54 

その

他生

保関

係 

無料低額診療事業 20 0 6 14 6 20 

無料低額老健事業 11 0 8 3 5 11 

生保指定医療機関 ※１ 13 0 0 13 13 13 

生保指定介護老人保健施設 81 0 10 71 29 84 

小計 125 0 24 101 53 128 

合計 632 2 237 393 262 646 

※１ 生保指定医療機関は、監査実施数により集計した。 

 

 



 (3) その他実地指導等 ※２ 

区分 施設種別 
監査対象 

施設数 

運営主体別 実地 
監査 

28 年度末
施設数 市立 社会福祉法人 その他 

高齢
者関
係 

住宅型有料老人ホーム 75 0 3 72 20 78 

小計 75 0 3 72 20 78 

障害

者関

係 

 

指定障害福祉サービス事業所 284 4 146 134 35 306 

障害者地域活動ホーム(法人
型・機能強化型) 

41 0 18 23 14 41 

多機能拠点 2 0 2 0 0 2 

精神障害者生活支援センター 18 0 6 12 6 18 

地域活動支援センター精神作
業所型 

69 0 5 64 21 65 

小計 414 4 177 233 76 432 

合計 489 4 180 305 96 510 

※２ 高齢施設課、障害支援課所管の事業所に対する実地指導の件数等を掲載した。 

 

(4) 施設整備に係る審査・検査等 

区分 検査・審査数 

高齢福祉関係(スプリンクラー工事含む) 47 

障害者福祉関係 81 

地域福祉交流拠点他 2 

保育・児童関係 64 

合 計 194 

 

４ 社会福祉法人施設審査会 開催件数 

  社会福祉法人の設立認可や補助金の支出先の選定等について審査を行う横浜市社会福祉法 

人施設審査会を開催しています。 

  平成 27 年度 平成 28 年度 

開催件数 2 2 

 



○ 放 射 線 対 策 の 推 進 

 

１ 概況 

平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災に伴う東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故に 

より、本市においても放射性物質の飛散、降下が確認されるなど、放射性物質に対する市民の不安が高ま

る状況となりました。本市では、事故直後から保健所を中心に各区局で相談対応を開始するなど、迅速・

的確な対応に努めてきました。平成 28 年度においても、健康に関する不安相談対応、ホームページ等に

よる広報、小学校給食食材・市内産農畜水産物・乳児用食品等市内流通食品の放射性物質検査など、市民

の安全対策や不安の払しょくに向けて、さまざまな取組を実施しました。 

 

２ 主な実施状況 

(1)  放射線対策本部による放射線対策の推進 

   平成 24 年３月 27 日に横浜市災害対策本部が廃止されたことに伴い、新たに設置した横浜市放射線  

対策本部（本部長：副市長、副本部長：健康福祉局長・環境創造局長、事務局：健康福祉局健康安全課）

において、引き続き、より一層の安全・安心を確保し、市民の不安を解消するため、区局横断的にさま

ざまな対策を講じています。 

(2) 正しい知識と情報を伝えるための取組（平成28年４月１日～平成29年３月 31日） 

ア 健康に関する相談件数24件 

イ 健康に関する相談に伴う測定機器の無料貸出17件 

(3) 放射線量測定等 

ア 空間線量の状況 

本市の空間線量は、モニタリングポストによる常時測定を継続し、問題のない値であることを確認

しています。 

イ 放射性物質の検査 

食品については、水産物や子どもが喫食する乳児用食品・牛乳等に重点を置きつつ、小学校給食食

材、市内産農畜水産物並びに市内に流通する食品の検査や市内でと畜される牛の全頭検査など幅広く

検査を実施しました。 

 



○ 臨 時 福 祉 給 付 金 等 給 付 事 業 

 

１ 平成 28年度臨時福祉給付金給付事業 

(1) 概況 

平成 26 年４月から消費税率が８％へ引上げられたことに伴い、所得の低い方への影響を緩和するた

め、国の全額補助事業により給付対象者へ臨時福祉給付金を給付し、必要な業務を実施しました。 

なお、この業務は、障害・遺族基礎年金受給者向け給付金（年金生活者等支援臨時福祉給付金）と併

せて実施しました。 

(2) 給付対象者及び給付額 

ア 給付対象者 

① 平成 28年１月１日（基準日）現在、横浜市の住民基本台帳に登録されている方 

② 平成 28年度市民税が課税されていない方（市民税が課税されている方に扶養されている場合を除く） 

③ 平成 28年１月１日（基準日）現在、生活保護・中国残留邦人等の支援給付などを受けていない方。

（平成 28年１月２日から平成 28年 10月１日までに、上記の支援給付などが廃止または停止になった

方も対象です。） 

イ 給付額 

     １人あたり３千円 

(3) 取組状況 

ア 受付状況及び給付状況 

    申請期間：平成 28年８月１日（月）から平成 29年２月１日（水）まで 

対象者数 ５０１，４４８人 

申請者数 ３８３，４９３人（申請率７６．５％） 

給付者数 ３８０，６３３人（給付率７５．９％） 

給付額 １，１４１，８９９千円 

イ コールセンター 

    開設期間：平成 28年７月 21日（木）から平成 29年３月 31日（金）まで 

お問合せ件数：約 6.4万件 

ウ 区役所相談窓口 

開設期間：平成 28年８月１日（月）から平成 28年 11月 30日（水）まで 

相談窓口来庁件数：約 2.3万件 

エ 広報・勧奨 

(ｱ) 対象と思われる方へ申請書等を同封したお知らせを発送（平成 28年８月１日（月）） 

(ｲ) (ｱ)の発送後に申請書の提出のなかった方へ、再度、申請書等を発送（平成 28年 11月７日（月）） 

(ｳ) 専用ホームページの開設 

(ｴ) 区役所及び公共施設等におけるポスター掲示やチラシ配布 

  (ｵ) テレビ・ラジオを利用した広報（平成 28年９月、平成 28年 10月） 

(ｶ) 「広報よこはま」平成 28年８月、12月及び平成 29年１月号への記事掲載 

(ｷ) 交通機関等の媒体を利用したポスター及び動画による広報、新聞広告（平成 28 年８月～10 月、平

成 28年 12月～平成 29年１月） 

 

２ 高齢者向け給付金（年金生活者等支援臨時福祉給付金）給付事業 

(1) 概況 

賃金引上げの恩恵が及びにくい所得の少ない高齢者の方を支援するため、国の全額補助事業により給

付対象者へ年金生活者等支援臨時福祉給付金を給付し、必要な業務を実施しました。 

(2) 給付対象者及び給付額 

ア 給付対象者 

    以下の２つの要件に共に該当する方 

(ｱ) 平成 27年度臨時福祉給付金の給付対象である方 

① 平成 27年１月１日（基準日）現在、横浜市の住民基本台帳に登録されている方 

② 平成 27年度市民税が課税されていない方（市民税が課税されている方に扶養されている場合を



除く） 

③ 平成 27年１月１日（基準日）現在、生活保護・中国残留邦人等の支援給付などを受けていない

方。（平成 27年１月２日から平成 28年４月１日までに、上記の支援給付などが廃止または停止

になった方も対象です。） 

   (ｲ) 昭和 27 年４月１日以前に生まれた方（平成 29 年３月 31 日までに 65 歳以上となる方） 

イ 給付額 

     １人あたり３万円 

(3) 取組状況 

ア 受付状況及び給付状況 

    申請期間：平成 28年４月 18日（月）から平成 28年７月 25日（月）まで 

対象者数 ２４６，２８０人 

申請者数 ２２８，５７０人（申請率９２．８％） 

給付者数 ２２７，８０６人（給付率９２．５％） 

給付額 ６，８３４，１８０千円 

イ コールセンター 

    開設期間：平成 28年３月 15日（火）から平成 28年９月 30日（金）まで 

お問合せ件数：約 8.6万件 

ウ 区役所相談窓口 

開設期間：平成 28年４月 18日（月）から平成 28年７月 25日（月）まで 

相談窓口来庁件数：約 2.8万件 

エ 広報・勧奨 

(ｱ) 対象と思われる方へ申請書等を同封したお知らせを発送（平成 28年４月 18日（月）） 

(ｲ) (ｱ)の発送後に申請書の提出のなかった方へ、再度、申請書等を発送（平成 28年７月４日（月）） 

(ｳ) 専用ホームページの開設 

(ｴ) 区役所及び公共施設等におけるポスター掲示やチラシ配布 

  (ｵ) テレビ・ラジオを利用した広報（平成 28年４月、５月、７月） 

(ｶ) 「広報よこはま」平成 28年４月、７月号への記事掲載 

(ｷ) 交通機関等の媒体を利用したポスター及び動画による広報、新聞広告（平成 28 年４月～５月、平

成 28年６月～７月） 

 

３ 障害・遺族基礎年金受給者向け給付金（年金生活者等支援臨時福祉給付金）給付事業 

(1) 概況 

賃金引上げの恩恵が及びにくい所得の少ない年金受給者の方を支援するため、国の全額補助事業によ

り給付対象者へ年金生活者等支援臨時福祉給付金を給付し、必要な業務を実施しました。 

なお、この業務は、平成 28年度臨時福祉給付金給付事業と併せて実施しました。 

(2) 給付対象者及び給付額 

ア 給付対象者 

     以下の２つの要件に共に該当する方。ただし、高齢者向け給付金（年金生活者等支援臨時福祉給付金）

の受給者の方は対象外となります。 

(ｱ) 平成 28年度臨時福祉給付金の給付対象である方 

① 平成 28年１月１日（基準日）現在、横浜市の住民基本台帳に登録されている方 

② 平成 28年度市民税が課税されていない方（市民税が課税されている方に扶養されている場合を

除く） 

③ 平成 28年１月１日（基準日）現在、生活保護・中国残留邦人等の支援給付などを受けていない

方。（平成 28年１月２日から平成 28年 10月１日までに、上記の支援給付などが廃止または停止

になった方も対象です。） 

   (ｲ) 平成 28年５月分の障害基礎年金、遺族基礎年金等の受給者の方 

イ 給付額 

      １人あたり３万円 

(3) 取組状況 



受付状況及び給付状況 

   申請期間：平成 28年８月１日（月）から平成 29年２月１日（水）まで 

対象者数 １５，１７７人 

申請者数 １３，２３８人（申請率８７．２％） 

給付者数 １３，１７１人（給付率８６．８％） 

給付額 ３９５，１３０千円 

※コールセンター、区役所相談窓口及び広報・勧奨については、平成 28年度臨時福祉給付金給付事業

と併せて実施したため、１ 平成 28年度臨時福祉給付金給付事業を参照。 

 

４ 臨時福祉給付金 （ 経済対策分 ）給付事業 

(1) 概況 

平成 26 年４月から消費税率が８％へ引上げられたことに伴い、所得の低い方への影響を緩和するた

め、国の全額補助事業により給付対象者へ臨時福祉給付金を給付し、必要な業務を実施しました。 

(2) 給付対象者及び給付額 

ア 給付対象者 

平成 28 年度臨時福祉給付金の給付対象である方 

① 平成 28年１月１日（基準日）現在、横浜市の住民基本台帳に登録されている方 

② 平成 28年度市民税が課税されていない方（市民税が課税されている方に扶養されている場合を除

く） 

③ 平成 28年１月１日（基準日）現在、生活保護・中国残留邦人等の支援給付などを受けていない方。

（平成 28年１月２日から平成 28年 10月１日までに、上記の支援給付などが廃止または停止にな

った方も対象です。） 

イ 給付額 

      １人あたり１万５千円 

(3) 取組状況 

ア 受付状況及び給付状況 

申請期間：平成 29年３月６日（月）から平成 29年９月６日（水）まで 

対象者数（注１） ５１５，０００人 

申請者数（注２） １９４，３８５人（申請率３７．７％） 

給付者数（注２） ９９，５６５人（給付率１９．３％） 

給付額（注２） １，４９３，４７５千円 

（注１）予算時点の人数 

（注２）平成 29年３月 31日時点 

イ コールセンター 

    開設期間：平成 29年２月 20日（月）から平成 29年 12月 28日（木）まで 

お問合せ件数：約 1.6万件（平成 29年３月 31日時点） 

ウ 区役所相談窓口 

開設期間：平成 29年３月６日（月）から平成 29年６月 30日（金）まで 

相談窓口来庁件数：約 0.6万件（平成 29年３月 31日時点） 

エ 広報・勧奨 

(ｱ) 対象と思われる方へ申請書等を同封したお知らせを発送（平成 29年３月６日（月）） 

(ｲ) (ｱ)の発送後に申請書の提出のなかった方へ、再度、申請書等を発送（平成 29年５月 24日（水）） 

(ｳ) 専用ホームページの開設 

(ｴ) 区役所及び公共施設等におけるポスター掲示やチラシ配布 

 (ｵ) テレビ・ラジオを利用した広報（平成 29年３月、７月、８月） 

(ｶ) 「広報よこはま」平成 29年３月、８月号への記事掲載 

(ｷ) 交通機関等の媒体を利用したポスター及び動画による広報、新聞広告（平成 29 年３月～４月、平

成 29年７月～８月） 


